
第 39 回災害対策本部会議 

日 時 令和２年３月 18日（水）13：30 

場 所 庁議室 

出席者 市長、吉﨑副市長、菅野副市長、教育長、各部局長 

 

【部局長報告】 

○税務部長 

・３月 17日までの減免処理状況について、市・県民税 4,506件、固定資産税 3,399件を受け付けた。 

・減免状況は、市・県民税 2,812件 107,057,100円、固定資産税 3,959件 37,163,333円、償却資

産 98件 5,194,100円である。 

・ふるさと納税呉市代理受付分は、461件 10,001,333 円である。３月末までの実施の予定である。次年

度５月を目標に本市に払い込みがされる予定である。 

 

○市民部長 

・国民健康保険税の３月 16日までの減免処理状況について、総申請件数 1,306件のうち、確認作業中 38

件である。確認作業中の 2.9%以外の 97.1%は処理が処理済である。 

・減免通知発送状況について、合計 765件 48,786,700 円が発送済である。 

・市民課の手数料減免状況について、住民票等の合計 11,621件 3,435,500 円を処理した。 

 

〇生活環境部長 

・被災家屋等の解体撤去に係る受付等の状況について、３月 17日までで公費解体・自費解体合計 814件

の相談を受け付け、268件の申請を受け付けた。 

・申請者の意向としては、建替え７件、更地 27件、未定 190件である。 

 

○保健福祉部長 

・民間借り上げ住宅等に居住されている被災者 627世帯 1,414名が避難されている。 

・生活支援・地域ささえあいセンターの活動も継続している。 

・各種支援制度の支給実績報告について、市災害見舞金、義援金、特別給付金のうち一部損壊（10％未満）

の交付率 28％となっているので処理を実施していく。 

・社会福祉施設等災害復旧に係る補助について、13施設に対して 36,696,000 円を補助した。 

 

○建設交通部長 

・民間借り上げへの入居状況等について、３月 12日付けで県から通知があり、入居期間が最長２年間に延

長可能となった。 

 

【市長から】 

・ふるさと納税の代理受付していただいた呉市に対して、何かしらお返しすべきがないか聞くこと。 

・市民課の手数料減免状況について、手数料の種類について詳細に記載すること。 

・り災証明書と解体申請の申請者の属性分析を行うこと。 


